
環 境 活 動 レ ポ ー ト
（期間 ２０２４年９月～２０２５年８月）

作成日：２０２５年１０月３０日
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環境方針

≪基本理念≫

≪行動指針≫

（１）私たちは、以下の行動指針に基づき、全社員が環境に配慮した環境保全活動を行ないます。

①事業活動から生じる電力・自動車燃料の消費に伴うＣＯ２排出量の抑制に取り組みます。

③環境に関連する法規制・地域条例及び自主的な基準の要求事項を明確にして遵守します。

④廃棄物の削減及び分別等によるリユース・リサイクルの推進を行ないます。

⑤会社周辺の環境保全、清掃活動を行ないます。

⑥省力化・人手不足を補う製品の販売、提案を通して環境、社会に貢献する活動を行います。

（２）環境指針は、全社員に周知を図り、社会情勢や環境の変化に応じて見直しを行ないます。

　私たちの環境方針は、広く一般の人が閲覧・入手可能なように公開します。

広和機工株式会社

代表取締役  　川添貴史

令和2年11月6日

②事業活動における原材料の省資源、水使用量の削減、有害な化学物質の削減に取り組みます。

広和機工株式会社

産業機械・設備の要である変・減速機・制御機器の販売とメンテナンスを主体とした事業活動を通じて、

　私たちは、ますます深刻化する地球温暖化への対応や、有限である資源の有効利用が人類共通

の最重要命題であり普遍のテーマであると考えています。

省資源、廃棄物の抑制等、環境にやさしい企業活動を継続的に改善してまいります。

改訂日

制定日 平成22年6月28日
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【組織の概要】

（１） 名称及び代表者名

広和機工株式会社

代表取締役社長　　川添貴史

（２） 所在地

本社 広島県廿日市市木材港北３番４７号

宇部事業所 山口県宇部市大字棚井字門田５０１－５

広島営業所 広島県広島市佐伯区八幡東四丁目３１番１１号

南九州事業所 熊本県八代市古閑浜町西割２６８３－１

（３） 環境管理責任者氏名及び連絡先

環境管理責任者 向井秀城

連絡先 環境事務局　中村貴恵　嶋本博之

ＴＥＬ　０８２９－３２－３２０１　　ＦＡＸ　０８２９－３２－３２０４

（4） 事業内容

主要製品： 変減速機・モーター・ブロワー・油圧モータ

（５） 事業の規模

売上高 （２０２４年９月～２０２５年８月）

　（　内サービス売上高　　　 647百万　）

本社 宇部事業所 広島営業所 南九州事業所 計

従業員 39 人 10 人 1 人 9 人 59 人

延べ床面積 2,035 ㎡ 699 ㎡ 30 ㎡ 305 ㎡ 3,069 ㎡

※期中で増築102.1㎡

（６） 事業年度 ９月　～　８月

（７） 認定・許可事項（令和４年１０月現在）

【本社】　建設業許可　　国土交通大臣　許可（般－3）第24251号　機械器具設置工事業

【広島営業所】　ひろしまエコ事業所認定

【認証・登録の対象組織・活動】

登録組織名 広和機工株式会社　　(全事業場対象）

関連事業所 宇部事業所

広島営業所

南九州事業所　

活動 変減速機等の一般機械機器の卸売及び関連商品の修理・据付

3,083 百万円/年
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制定日： 2019年8月20日

改訂日： 2025年8月31日

承認者： 川添貴史

１．実施体制 作成者： 中村貴恵

代表者　社長　

　 川添貴史

環境管理責任者

環境事務局

２．役割・責任権限表
役割・責任・権限

・ 環境経営に関する統括責任
代表者（社長） ・

・ 環境管理責任者を任命
・ 経営における課題とチャンスの明確化
・ 環境経営方針の策定見直し及び全従業員へ周知
・ 環境経営目標環境経営計画書を承認
・ 代表者による全体の評価と見直しを実施
・ 環境経営レポートの承認

・ 環境経営システムの構築、実施、管理
環境管理責任者 ・ 環境関連法規制等の取りまとめ表を承認

・ 環境経営目標、環境経営計画書を確認
・ 環境関連の外部コミュニケーションの窓口
・ 緊急事態対応手順のテスト、訓練の指導及び総括
・ 環境経営計画の実施結果を代表者へ報告
・ 環境経営レポートの確認

・ 環境管理責任者の補佐
環境事務局 ・ 環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施

・ 環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
・ 環境経営計画の実績集計
・ 環境関連法規制等取りまとめ表の作成、遵守評価の実施
・ 環境教育訓練計画の作成と実施の管理
・ 環境経営レポートの作成、公開（事務所への備付けと地域事務局への送付）

・ 環境経営目標、環境経営計画案の審議
環境推進委員会 ・ 環境経営の実施状況の評価、見直し

・ 環境教育の内容検討、実施結果の評価
・ 特定された項目の手順書作成  （緊急事態への対応を含む）

・ 自部門における環境経営システムの実施
部門長（部長、工場長） ・ 自部門における環境経営方針の周知

・ 自部門の従業員に対する教育訓練の実施
・ 自部門に関連する環境経営の実施及び達成状況の報告
・ 特定された項目の運用管理
・

・ 自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・ 環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚
全従業員 ・ 決められたことを守り、自主的積極的に環境活動へ参加

宇部事業所

環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間、技能、技術者を準備

自部門の環境上の緊急事態の想定と対応手順のテスト、訓練を実施、記録の作
成

実施体制図及び役割・責任・権限表

向井秀城

嶋本博之
中村貴恵

本社営業部 本社サービス部 総務部 経理部 広島営業所 南九州事業所



承認 確認 作成

2024年度の環境経営目標と実績・判定、および、次年度の環境経営目標

社長 環境管理責任者 環境事務局

年度始めに策定

目標 実績 判定

電気使用量 kWh 123,128 121,897 以下 134,326 × 120,665 以下 119,434 以下 118,203 以下

( ▲1% ) ( +9% ) + は悪化改善検討 ( ▲2% ) ( ▲3% ) ( ▲4% )

ガソリン車両 km／ℓ 18.02 18.20 以上 18.32 〇 18.38 以上 18.56 以上 18.74 以上
燃費 ( +1% ) ( +2% ) - は悪化改善検討 ( +2% ) ( +3% ) ( +4% )

軽油車両 km／ℓ 8.25 8.25 7.87 × 8.25 8.25 8.25

燃費 ( - ) ( ▲5% ) - は悪化改善検討 ( - ) ( - ) ( - )

2 一般廃棄物排出量 kg／人 120.2 119.0 以下 101.7 〇 117.8 以下 116.6 以下 115.4 以下

人員数 (56 人) （100%） ( ▲1% ) ( ▲15% ) + は悪化改善検討 ( ▲2% ) ( ▲3% ) ( ▲4% )

3 産業廃棄物排出量 kg 22,898 22,898 以下 22,934 × 22,898 以下 22,898 以下 22,898 以下

有価物排出量 kg 53,302 ― 39,280 ― ― ― ―

産廃／（産廃＋有価排出量） % 30.0% 29.0%以下 36.9% × 28.0%以下 27.0%以下 26.0%以下

（100%） ( ▲1% ) ( +6.8% ) + は悪化改善検討 ( ▲2% ) ( ▲3% ) ( ▲4% )

4 化学物質使用量の削減 kg 1.90 2.63 〇 適正管理 適正管理 適正管理

（100%） ( - ) ( +38% ) + は悪化改善検討 ( - ) ( - ) ( - )

5 水使用量 ㎥ 309 307.0 〇 適正管理 適正管理 適正管理

（100%） ( - ) ( ▲1% ) + は悪化改善検討 ( - ) ( - ) ( - )

6 製品への環境配慮 －

-1 旧型使用客先から高効率モー
ターへの切替促進活動を行う。

台
150 以上 1,648 〇 150 以上 150 以上 150 以上

-2
協働ロボットの拡販活動
（2019年度から）

台
12 以上 4 × 12 以上 12 以上 12 以上

7

-1
会社周辺の清掃

－
２回/年 2回／年以上 3 〇 2回／年以上 2回／年以上 2回／年以上

-2
エコキャップ回収し、協会寄付
（ワクチン接種事業へ寄付） －

１回/年 1回／年以上 1 〇 1回／年以上 1回／年以上 1回／年以上

-3
献血活動

－ １回/年 1回／年以上 1 〇 1回／年以上 1回／年以上 1回／年以上

※ (　) 内％は、基準年度実績値ベースとした削減率または向上率を示す。 保管：環境事務局

電気事業者別二酸化炭素調整後排出係数：　各年度公表値実績を適用とする。

※

但し、LPG使用先が給湯器などであり、年間使用量が極端に少ないため、適正な使用量管理（定性的）と使用量把握を目標とする。

※ 化学物質は、客先仕様・メーカー仕様で削減が当社裁量外であり当社において取り扱い使用量が微量のため、削減数値目標は設定せず「適正管理（使用量把握・記録・契約・確認）」を目標とする。

※ 水使用量は、年間使用量が極端に少ないため、適正な使用量管理（定性的）と使用量把握を目標とする。

※  「自らの事業活動による環境への取組」として、製品への環境配慮（※２）についてＩＥ３モータは必要項目となるため、２０１４年度からは『旧型使用先から高効率モータへの切替促進活動』として

活動を致します。また、追加取組として、２０１９年度から協働ロボットの拡販として行います。（１２台／年）

これらの項目については、SDGｓの活動取組として、目標8及び目標9にターゲットを充てた取組としています。

　8-2　高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くことなどにより、多様化、技術向上及びイノベーションを通じた高いレベルの経済生産性を達成する。

　8-3　生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーションを支援する開発重視型の政策を促進するとともに、金融サービスへのアクセス改善などを通じて中小零細企業の設立や成長を奨励する。

　9-1　全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジリエント）なインフラを開発する。

環境目標 単位
2023年度

実績
(基準年度*)

2024年度 2025年度
目標

2026年度
目標

2027年度
目標

川添 向井 中村

1-1

1-2

1-3

電力と自動車燃料、LPGを対象とした2024年度の二酸化炭素総排出量は、76302kg-CO²／年です。

ガソリン使用量はエコカー切替により削減、軽油使用量は現状維持

社会貢献活動
－



承認 確認 作成

２０２４年度の環境経営目標と実績・判定、および、次年度の環境経営目標　　２/２

社長 環境管理責任者 環境事務局

《過去5か年の環境目標達成に向けての取組状況》
◇二酸化炭素排出量

二酸化炭素排出量年度推移表（単位 ： ㎏‐CO₂/年)

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

電力 40,605            54,308            34,562            17,844            15,239            

車両燃料 66,366            63,184            65,537            62,231            60,952            

その他の燃料（ガス)を含めた総量 76,302 

主な要因

◇廃棄物排出量

年度推移表（単位 ： ㎏/年)

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

一般廃棄物 7,065 7,820 5,916 6,730 5,700

産業廃棄物 19,463 24,525 22,026 22,898 22,934

主な要因

《社会貢献活動取組状況》

本社清掃風景

本社献血風景

一般廃棄物については、請求書発行業務の電子化による紙の使用枚数は削減効果があり削減した。
産業廃棄物においても修理売上が示す通り、修理で排出されるゴミの量があり、前年より増加した。産
廃事業者の見直しによるより適正な処分を実施できている。

川添 向井 中村

本社においては太陽光発電と併せて、電気契約見直し（非化石証書）により一部（本社事務所、工場）

がCO2排出係数が0となり、昨年から引き続きCO2は削減した。なお12月から導入した電気自動車によ

る蓄電利用も開始されCO2排出は抑制できたが今期も猛暑が続き使用量が大幅に増えた。また南九州
事業所では事務所建替えによりエアコン設備が大容量化になり利用量は増加した。　車両燃料は、エ
コカーの切替の効果が見られ車両燃料は削減に繋がっているが軽油使用車は切替が出来ず削減に
は繋がらなかった。

 58

 59

 60

 61

 62

 63

 64

 65

 66

 67

 -

 10

 20

 30

 40

 50

 60

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
車

両
燃

料

電
力

二酸化炭素排出量 （ｔ-CO₂/年)

電力 車両燃料

0

3

6

9

12

15

18

21

24

27

0

2

4

6

8

10

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

産
業
廃
棄
物

一
般
廃
棄
物

廃棄物排出量 (ｔ/年)

一般廃棄物 産業廃棄物

－ 6 －



　　次年度の環境目標は、前述環境中期目標2025年度通りとする

取組計画 評価（結果と次年度の環境活動計画（取組み））

二酸化炭素排出量削減 【総評】

（㎏-CO2/年）

電力の削減（㎏-CO2/年）

①空調用フィルターの定期的な清掃

②エアコン設定（冷房２８℃、暖房２０℃）

③水曜日６時半退社

④不要な電気の消灯

自動車燃料の削減（㎏-CO2/年)

①車両点検（5S委員監査）の実施

②エコカーへの切替推奨

③安全運転・ｴｺ運転に関する講習実施

④適切な日常車両点検、運行

一般廃棄物の削減（㎏/年）

分別後指定処分先での廃棄処分、有価物への

転換

産業廃棄物の削減（㎏/年）

管理区画に保管し、契約業者で適正処分を

行う

水道水の削減（㎥/年）

①節水ｼｰﾙの貼付とﾎﾟｽﾀｰ掲示

②節水の周知徹底

社会貢献活動

①会社周辺の年３回の清掃

②年一回の献血

③エコキャップ回収し、寄付

製品への環境配慮

高効率モータ付減速機の販売

化学物質の削減

法令管理者を選任し、適正管理を行う

全社的に業務量の増加に伴い塗料の使用量が増加したが、各拠点の適
正な保管管理を通して使用されている。

【環境活動の取組計画と評価並びに次年度の環境目標及び環境活動計画】

電力は全社で定時退社や時間外削減の取組みは定着した。本社は今期よりEV車
両を充電設備(V2H）導入し、太陽光発電の一部を夜間電力へ利用で購入抑制は
出来たが、下記理由などにより使用電力量は増加している。また、燃費については
エコカー切替増が改善に繋がっているが、今後の車両切替も併せて、更なるエコド
ライブを徹底したい。

国の方針や客先選定効果もあり目標は達成。今後の更なる高効率化に
対応すべく日々活動し、地球環境に優しい産業界にするべく貢献していき
たい。

Co2削減について目標達成となった主な要因は前期電力契約見直しによ
るところが大きい。ただ今年も猛暑が続きエアコン使用も増え設定温度を
守れず使用量増加の大きな要因となっている。また南九州事業所は事務
所棟を新たに建設したことに伴いエアコンも増加し使用量も増加した。今
後も適度な室内温度管理を徹底周知の上、不要な電気使用は行わず継
続的な削減に繋げたい。週一回の定時退社の取組は全社員への浸透が
行われ業務の繁忙時期においても早め退社が意識的に実施されるように
なってきた。

目標は達成。紙ごみについては請求書発行の電子化も進み削減に繋
がった。今後も削減のための意識向上と分別処分徹底を事務局より発信
していく。

以前からの要因である製品の梱包材の廃棄が多く占めるが再利用の難し
い状況で現状対応の仕様がないのが引き続き問題である。今後も有価へ
の切替できるものを増加し産廃全体の有価物への割合が増えるようにし
たい。今後も廃棄物管理については適正に行い処分をする。

年間使用量が極端に少ないため、適正な使用量管理（定性的）と使用量
把握を目標とし、管理、使用量の把握に努めた。

定期的に会社周辺清掃活動実施。今年は本社で延期となっていた献血活
動も行われ周辺事業者の皆様の協力のもと活動ができた。 新入社員も
増えたこともありAED講習会を開催し、社内に設置されているAED含め外
出先でも緊急時に使用できるよう意識付けとなった。今後も引き続き継続
活動に努めたい。

ガソリン車は使用量、燃費とも改善したが、軽油車は悪化。アルコール
チェック義務化に伴い運行管理を可視化できるシステムを導入し使用状
況を容易に指導ができることに繋がっている。車両点検マニュアルに沿っ
て定期的に監査実施されエコ運転の周知も浸透してきている。また営業
車両のシェア化に伴い今後の車両保有数の見直しも進める。現状トラック
車に対してはパワー不足のため作業に支障がでるためエコカー切替は今
後作業に対応できる車種が出るまで保留。安全運転管理者による法改正
や交通安全の案内啓発は朝礼時に行い、安全運転DVD鑑賞実施した。
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【各活動風景】

火災訓練　

油漏れ訓練（本社、南九州事業所） 　　　

【本社】 　　　【南九州事業所】

安全大会（全社）

【宇部事業所】
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【各活動風景】

AED訓練　

【南九州事業所】

安全運転DVD鑑賞会

【本社、宇部事業所、南九州事業所】

ロボット産業マッチングフェア北九州2025 　　　令和7年度交通安全功労者　優良事業所表彰

ロボット拡販のため展示会参加の様子
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【環境関連法規の遵守状況】

当社に適用される環境関連法規は下表のとおりであり、これら法規への違反はありません。

また、苦情もありませんでした。

なお、訴訟および関係当局より違反等の指摘も、過去３年間ありません。

適用される法規制 適用される事項 評価

廃棄物処理法 一般・産業廃棄物の適正処理委託 違反なし

定期点検実施、現状異状無し 違反なし

騒音規制法 設置機器等の届出 違反なし

振動規制法 特定施設の届出で、基準の順守 違反なし

浄化槽法 届出および定期点検 違反なし

消防法 潤滑油・灯油適正管理 違反なし

道路交通法 社用車２０台以上を使用 違反なし

【代表者による評価】

フロン排出抑制法

概ね取組に対する結果の評価は出来るものと思います。EV車導入による電力削減状況など

今後定点観測を行い推移を確認したい。また社有車シェアリングの体制を構築し社有車の

次世代高効率モーター（IE5）も発売され、今後これら需要見込を探りながら発売に繋げない。

省人化・人手不足として協働ロボット拡販にも注力しており、販売台数も増えつつある。

台数削減による化石燃料使用量削減とCO2削減を目指したい。また販売する商品の中で

電力や化石燃料削減のみならず、上記のような商材の拡販も合わせ地域社会へ

貢献していきたい。

2025年10月23日

広和機工株式会社
代表取締役 川添貴史
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